
は じ め に

国際連合等による国民経済計算の基準＝SNA方式における海外に関する項目のうち,

国内・国民概念については, 拙稿 (小川 [2016]) で論じた｡ 小稿では, それ以外の海外

取引で注意すべき問題・誤解されがちな問題として, 輸入中間生産物と国内総生産の関係

について説明する｡

国民経済計算・国民所得論の初歩的な解説において, しばしば ｢三面等価｣ という説明

が行われる｡ その際の三面等価とは次のような関係を意味する｡

所得＝生産 (最終生産物)＝需要 (最終需要)

倉林・作間 [1980] p 219は ｢三面等価｣ という表現を批判する｡ 作間編 [2003] p 88�89

も批判はソフトにはなってはいるが批判的である｡ その批判の根拠は, 筆者の理解する限

りでは次の２点である｡

第１点は, 日本以外では使わない, ということである｡

第２点は, 需要�生産�所得の各段階における, 固定資本減耗および ｢生産・輸入品に課

される税｣ (間接税)・｢(控除) 補助金｣ の意義, すなわち粗・純概念と市場価格・要素費

用表示の扱いの相違である｡ さらに, 53SNA以来の SNA方式は混合体系 (倉林・作間

[1980] p 9・p 14；倉林 [1989] p 101) である｡ すなわち, SNA方式では, 需要は固定資

本減耗を控除していない粗概念だが所得は固定資本減耗を含まない純概念であり, さらに

需要は国内概念だが所得は国民概念が主だという国内・国民概念の扱いが明確に存在する｡
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輸入中間生産物と国内総生産

要旨 輸入中間生産物を明示した場合, ｢国内総生産・国内粗付加価値＝最終生産物｣ ではな
く, ｢国内総生産・国内粗付加価値＝最終生産物－輸入中間生産物｣ となり, 三面等価は成立
しない｡

キーワード 輸入中間生産物 三面等価
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つまり, SNA方式では, ｢国内総生産勘定｣ 貸方に表示される ｢需要｣ (｢国内総生産 (支

出側)), ｢国内総生産勘定｣ 借方に表示される ｢生産｣ (国内総生産 (生産側)), ｢国内総

生産勘定｣ 雇用者報酬・営業余剰および ｢国民可処分所得と使用勘定｣ の ｢国民可処分所

得｣ は, 需要�生産�所得の各段階において国内・国民, 粗・純概念, 市場価格・要素費用

表示がそれぞれ異なる｡ その相違は次のとおりである｡

需要：国内・粗・市場価格表示

生産：国内・粗・市場価格表示

所得：国内 /国民概念 (国民可処分所得)・純・要素費用 (基本価格) 表示

したがって, 需要・生産・所得は概念的に一致しない｡

筆者も ｢三面等価｣ という表現には慎重な態度が望ましいと考える｡ ただし, 中間需要・

中間生産物の処理の説明用としては初心者への説明の際に使用は許される, と考える｡ し

かし, より進んだ国民経済計算の説明では上記のように不適当である｡

さらに, 輸入中間生産物を考慮すると, 国内粗付加価値は国内で生産された最終生産物

(国産最終生産物) に等しくなく, 国産最終生産物から輸入中間生産物を控除したもので

ある｡ この点でも, 三面等価は成立していないのである｡

このことは本来は周知の事柄のはずだが, 明示的な説明を目にすることは少ない｡ マク

ロ経済学教科書は手元にある限りでは, 輸入を考慮しない段階で, 最終需要・最終生産物・

所得を説明に止まっている｡ 私の知る範囲では, 二神 [2016] が次のように述べているく

らいである｡ ｢この付加価値を経済全体で合計したものが GDPです｡ 国内で生産した最

終生産物の金額から, 輸入原材料を引いた金額に等しくなります｡｣ しかし, この場合で

もこの理由を説明・解説していない｡

国民経済計算の教科書について見ると, 白川・井野 [1994] p 26�27は, 原材料の輸入

が GDPに含まれないことを説明している｡ しかし, 輸入はすべて原材料 (輸入原材料を

使用して国内で原材料を生産する場合と, 輸入原材料を使用して最終財を生産する場合に

分けているが) という特殊な例である｡

そこで小稿において, 輸入中間生産物と国内総生産・国産最終生産物の関係を再確認し

ておきたい｡

� 国内粗付加価値・最終生産物・輸入中間生産物

国内への財・サービスの総供給と国内に対する財・サービスの総需要は次のように示さ

れる｡

国内への総供給＝国産中間生産物＋国産最終生産物＋輸入

国内に対する総需要＝最終消費支出＋資本形成＋輸出＋中間需要

なお, 輸出は厳密に言えば ｢国内企業に対する需要｣ である｡

資本形成には在庫品増加なかんずく意図せざる在庫品増加 (売れ残り・品不足) を含ん
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でおり, 総供給と総需要は等しくなるから,

国産中間生産物＋国産最終生産物＋輸入

＝国内への総需要＝最終消費支出＋資本形成＋輸出＋中間需要

となる｡

この左辺は産業連関表における国内生産額 (列方向の合計) であり, 右辺は同じく国内

生産額 (行方向の合計＝国内需要合計) である｡ また注意すべきことに, この式における

中間需要とは, 国内企業による中間生産物購入であり, 国内企業に対する中間需要ではな

い｡

上式を変形すると,

国産最終生産物－(中間需要－国産中間生産物)

＝最終消費支出＋資本形成＋輸出－輸入

となるが,

中間需要＝輸入中間生産物 (への需要)＋国産中間生産物

だから,

国産最終生産物－輸入中間生産物＝最終消費支出＋資本形成＋輸出－輸入

となる｡ この式の左辺は粗付加価値・国内総生産 (生産側) であり, 右辺は国内総生産

(支出側) である｡

このように, 輸入品のうち国内で中間投入 (原材料などとして使用) された財は粗付加

価値を求める際に国産最終生産物から控除され, 国内の付加価値を引き下げるのである｡

したがって, 輸入を考慮する場合, 需要�生産�所得の流れは次のように表わされる｡

粗付加価値 (国内総生産)

＝国産最終生産物－輸入中間生産物 (中間投入された輸入品)

＝最終需要－輸入

以上のように, 輸入中間生産物を考慮する場合には, 粗付加価値と最終生産物の均等は

成立せず, また国内で生産された最終生産物と (最終需要－輸入) の均等も成立しない｡

つまり, この点においても ｢三面等価｣ は成立しないのである｡

� 産 業 連 関 表

前節で示された関係を産業連関表 (日本の経済産業省作成の商品×商品型) で説明して

みよう｡

産業連関表を行方向に見ると,

国内生産額＝国内で生産された (中間生産物＋最終生産物)

＝中間需要＋最終需要－輸入

となる (表１)｡ ここで注意すべきは, ｢中間需要＋最終需要｣ (＝総供給) は輸入商品を

含んでおり, ｢輸入｣ は同種の商品の輸入であることである｡ つまり, 最終需要のみなら

ず中間投入にも輸入品が含まれており, 最終需要とともに中間需要においても国内産と輸
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表
１

20
11
年
産
業
連
関
表
取
引
基
本
表
(生
産
者
価
格
評
価
)

(単
位
:
十
億
円
)

農
林

水
産
業
製
造
業
・

鉱
業

建
設

電
力
・
ガ

ス
・
水
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商
業

金
融
・

保
険
・

不
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運
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・

郵
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・

情
報
通
信

公
務
サ
ー
ビ
ス

分
類
不
明
内
生
部
門

計

家
計
外

消
費
支
出

(列
)

民
間

消
費
支
出

政
府

消
費
支
出
資
本
形
成

輸
出
**

(控
除
)

輸
入
国

内
生
産
額

農
林
水
産
業

14
56
.6

77
93
.7

56
.9

0.
0

8.
8

0.
2

2.
1

1.
8

13
60
.9

0.
0

10
68
1.
0

63
.4
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.1

0.
0

41
5.
1
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.2
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2 .
8

12
03
6.
0
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業
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45
.2
14
57
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.4
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3.
4
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.6

30
78
.1

11
86
.4

93
51
.1

26
22
.1

28
69
4.
4

45
5.
3
21
76
81
.9

16
33
.7

55
17
1.
5

24
2.
9

31
57
6.
0
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03
2.
2

�
71
67
3.
7
29
06
64
.5

建
設

70
.6

13
46
.7

74
.1

11
79
.5
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4.
8

33
44
.1

10
09
.7

81
0.
3

12
93
.5

0.
0
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73
.2

0.
0

0.
0

0.
0
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1.
3

0.
0

0.
0
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4.
5

電
力
・
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ス
・
水
道

12
9.
0

54
63
.0

27
9.
2

28
67
.1

21
04
.8

60
1.
7

10
75
.7

53
8.
5

46
49
.1

64
.9

17
77
3.
1

7.
9

82
01
.9

�
26
1.
4

0.
0

35
.3

�2
.1

25
75
4.
7

商
業

65
9.
2

16
33
9.
2

37
07
.6

39
8.
9

19
25
.9

33
0.
6

19
99
.9

50
7.
2

94
10
.4

76
.1

35
35
5.
0

15
52
.4

43
59
7.
2

9.
8

65
38
.8

75
91
.5

�
98
8.
9

93
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5.
8

金
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・
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・
不
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産

96
.0

22
91
.6

94
9.
2

59
1.
0

48
13
.2

95
88
.8

34
46
.9

16
90
.5

48
19
.1

21
9.
4

28
50
5.
6

0.
2

74
76
2.
6

61
.3

0.
0

86
0.
0

�
90
8.
3
10
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81
.4
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・
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情
報
通
信

66
2.
3

97
33
.8
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12
.6

13
52
.4

90
32
.8
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.7
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1
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04
.6

12
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5
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7

56
56
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6

56
0.
7
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8
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4
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�4
17
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6
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4.
3

公
務

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0

11
36
.6

11
36
.6

0.
0

11
15
.2

37
15
3.
5

0.
0

0.
0

0.
0

39
40
5.
2
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ス
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7.
2

18
22
7.
6

54
86
.0

31
24
.1

72
62
.1

58
09
.6

14
46
1.
5

38
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.6

21
26
7.
1

44
9.
5
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26
9.
4
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15
.0
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05
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3

61
54
7.
9
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.0
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80
5.
1
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29
58
.2
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類
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明

16
1.
5

83
8.
4
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3.
3

10
9.
8

67
2.
8

47
0.
8

67
6.
9

33
.9

12
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.9

0.
0
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.3

0.
0

18
.9

0.
0

0.
0

3.
7

�
39
.5
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10
.3
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計

61
97
.6
20
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.5
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2.
3

18
79
5.
4

29
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3.
2
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78
4.
0

45
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0.
9

12
47
3.
3

85
52
3.
9
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11
.5

46
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.6
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3.
3
28
28
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.4
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73
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5
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2
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9

�
83
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8 .
1
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.9
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)
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.6

33
56
.3

96
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2
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5.
0
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.2
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24
.3
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.2

39
7.
1
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.0
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.3

13
63
3.
3
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13
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.3
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3.
6
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9.
8

24
98
.2
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8
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3.
9
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8
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4
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6
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8.
7
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.9
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.7
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.4

�
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04
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5

36
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3
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4.
0

0.
0
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1
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.1
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4
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5
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0
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0
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1
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除
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�
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2
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粗
付
加
価
値
部
門
計

58
38
.4

82
90
7.
0

23
71
2.
2

69
59
.2

64
11
2.
7

78
49
7.
4

48
51
3.
4

26
93
1.
9
13
74
34
.4

19
98
.7

47
69
05
.3

国
内
生
産
額

12
03
6.
0
29
06
64
.5

52
51
4.
5

25
75
4.
7

93
65
5.
8
10
32
81
.4

94
39
4.
3

39
40
5.
2
22
29
58
.2

50
10
.3

93
96
74
.9

*関
税
・
輸
入
品
商
品
税
を
除
く
｡

**
調
整
項
を
含
む



入品は区別されていないのである｡

次に, 産業連関表を列方向に見ると,

国内生産物＝中間投入＋粗付加価値

したがって,

粗付加価値＝国内生産物－中間投入

となる｡

ところが, 上で見たように産業連関表の中間投入は国産の生産物と輸入品を区別せずに

含んでおり, 中間投入には輸入中間生産物も含まれる｡ したがって,

中間投入＝国産中間生産物＋輸入中間生産物

また,

国内生産物＝国産中間生産物＋国産最終生産物

したがって,

粗付加価値＝(国産中間生産物＋国産最終生産物)

－(国産中間生産物＋輸入中間生産物)

＝国産最終生産物－輸入中間生産物

となって, 前節と同様に,

粗付加価値 (国内総生産)＝国産最終生産物－輸入中間生産物

という結果が得られる｡

SNA方式のV表�U表形式による産業連関表におけるU表 (経済活動別財貨・サービス

投入表)・｢経済活動別の国内総生産・要素所得｣ は商品×商品型産業連関表の列方向に対

応するが, そこにおいても商品×商品型の産業連関表と同様である｡ すなわち, U表にお

ける中間投入には輸入中間生産物が含まれているから, 次のとおりとなる｡

粗付加価値＝(国産中間生産物＋国産最終生産物)

－(国産中間生産物＋輸入中間生産物)

＝国産最終生産物－輸入中間生産物｡

� 全世界合計

ここまでの結果を全世界で合計すると, 次のようになる｡

��������最終生産物－��輸入中間生産物

全世界で集計すれば輸出と輸入が相殺されて消えるはずなのに, 輸入中間生産物だけが

明示されており, 一見して奇妙に見える｡ しかし, これも次に示すように合理的なのであ

る｡ 国内総生産 (GDP) の生産側と支出側の均等は次のように表すことができる｡

��������(消費�＋資本形成�)＋��輸出�－��輸入�

���(消費�＋資本形成�)＋��輸出��＋�輸出��－�輸入��－�輸入��

ただし, 記号と添え字は次のとおりである｡
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�：国

�：最終財・サービス

�：中間財・サービス

ところが,

(消費�＋資本形成�＋輸出��+輸出��－輸入��) は, �国の最終需要合計から�国の輸入最

終生産物内を控除したものだから, �国内で生産された最終生産物である｡ したがって,

��(消費�＋資本形成�)＋��輸出��＋�輸出��－�輸入��－�輸入��

＝��最終生産物�－��輸入中間生産物�

＝��(最終生産物�－輸入中間生産物�)

＝������ ……小稿�で示した関係より

となり, 全世界でGDPを集計しても, 輸入中間生産物の控除は奇妙ではない事が示され

る｡

別の説明をするならば, 次のようになる｡ Ａ国のＢ国への輸出は, 輸出先のＢ国におい

て中間生産物として使用されても, Ａ国については輸出として最終需要として扱う, とい

う原則がある｡ したがって, 全世界で単純に合計すると最終需要の世界合計が最終生産物

の世界合計よりも多く見えてしまうということである｡

結びに代えて

SNA方式において海外取引について説明が必要な問題が, その他に２つある｡

１つは, 93SNAで導入された実質交易利得である｡ それは, 国民総所得 (GNI) の実質

化の際における貿易収支実質化にかかわる処理である｡ 作間 [2003] p 175�178が十分に

論じており, 付け加えるべきことがないので, 小稿では取り上げない｡ 私見では, 本来,

実質化は需要と生産, すなわち対象となる財・サービスが定まっている概念を対象とする

のにもかかわらず, この場合には所得の実質化を試みるために難しい処理が必要になって

いる｡

２つ目は, SNAと IMF国際収支マニュアルとの関係である｡ これも 68SNAと IMFの

マニュアルの異同について, Galbis ed. [1991] が論じているので, 小稿では取り上げな

い｡

(おわり)
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